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（28）（29）（30）H．ファヨール著、同訳書102頁。
（31）H．ファヨール著、同訳書103頁。
（32）H．ファヨール著、同訳書107頁。
（33）H．ファヨール著、同訳書106頁。
（34）H．ファヨール著、同訳書106頁。
（35）H．ファヨール著、同訳書108頁。
（36）H．ファヨール著、同訳書108頁～110頁。
（37）H．ファヨール著、同訳書110頁。
（38）H．ファヨール著、同訳書110頁。
（39）H．ファヨール著、同訳書111頁。
（40）H．ファヨール著、同訳書111頁。
（41）H．ファヨール著、同訳書111頁。
（42）（43）H，ファヨール著、同訳書111～112頁。
（44）H．ファヨール著、同訳書112頁。
（45）H．ファヨール著、同訳書114頁。特に鉱山開発、鉱山経営は石炭、鉄鉱石等その産地に制約されて
場所が特定されていたこともあって、一つの新しい村、町をつくり出すことになる。したがって大量の
労働力の移動は、衣食住のみならず生活全般に及ぶことなって、インフラの整備のみならず、その地域
と農村との共有をもっくり出すことになる。それが進出した企業主導でつくりあげられていったことは
フランスの場合とて同様であったとみてよい。次の論文を参照。清水卓稿「農業経営の歴史的特質」（原
輝史編「フランス経営史」有斐閣双書1980年頁。246～269頁。
（46）H．ファヨール著、同訳書166頁。
（47）（48）（49）H．ファヨール著、同訳書166頁。
（50）H．ファヨール著、同訳書167頁。
（51）H．ファヨール著、同訳書169頁。
（52）H．ファヨール著、同訳書170頁。
（53）H．ファヨール著、同訳書170頁。
（54）H．ファヨール著、同訳書170～171頁。
（55）H．ファヨール著、同訳書171頁。
（56）H．ファヨール著、同訳書172～173頁。
（57）H．ファヨール著、同訳書177頁。
（58）H．ファヨール著、同訳書183頁。
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明治大学社会科学研究所，、己
3．　H．Fayol経営学論・管理学論の意義
　本稿では後半にもってきたが、H．ファヨールの著書では初めの部分に示されている「諸能力、経営能
力の相対的重要性が企業規模別に示されている。（1）さらにその相対的重要度、ウェイトは管理能力に
っいても使われて、大規模な工場の場合、いくつかの事業所を持つ企業の経営者（取締役社長）の場合、
さらにはより大規模な企業、大臣所轄の下での企業を想定しての大臣レベルまでを視野に入れて経営能
力の保持すべき相対的重要性について単純化して掲示している。（2）これとてH．ファヨールが持ち込ん
だ「原理」についての単純化した方式といってよい。
　改めて以下でH．ファヨール経営論、管理論の持つ特徴についてふれておきたい。
　何よりも本書を通じて大きな特徴をなしているのはH．ファヨールの実務経験で体得し、多くの、そし
て長い彼の経験を通じてたどりついた「原理」「原則」の域であるという点である。経営教育の必要性を
痛感し、世論に訴えたうえでの自らの挑戦であり、その応えであるというものの、日常繰り返されたこ
の経験をしっかりと自分の目で把え、それが実証に結びつくように明確に提示しながらこの原理、原則
を追い求めている。サンデェチエンヌの鉱山専門学校を19才で卒業してそのまま生涯一つの会社に勤め
る。はじめは技師として、さらに工場長として、そして取締役社長として典型的な生え抜きの、今日流
にいえば雇われ経営者である。専門経営者である。それだけでも30年間。勿論、本人自身の努力にもよ
ることであり、多くの厳しい状況とて経験したにちがいないが、取締役30年というこの座への君臨は、
経験の内実をより重くしているとみてよい。さらに全体からみて推測するかぎり、取締役会の権限はほ
ぼかれ1人で握っていた、と。（3）H．ファヨールが関与した鉱山、冶金工業にかかわる産業は19世紀の
フランスにあっては、認可会社。したがって、株式会社なり、会社形態をとっていても決して参入自由
ではなくて、競争が”制限“された下での、いわば政府の保護をも受けていた会社であったことにも注
意しておく必要があろう。こうした会社経営体制にかかわって、フランス資本主義と呼ばれている状況
はどうであったのか。その中での個々の企業活動にかかわってみた場合、どの程度資本主義化が浸透し
ていたのか。商品生産市場の無政府性、市場を通じての競争、個々の経済主体のオートノミー（自主自
律の原則）、さらには商品化される労働力と資本主義のもつ特質について言及しながらも、ヨーロッパの
中でもフランスについては、果たして資本主義を経験した国であったのか、疑問は多く投げかけられて
いたとみてよい。「フランスは資本主義国ですかって？」「いや」と言下に否定する者もいる。その主張
を一方の極とみれば、「フランス独占資本主義」とさえ把える者がいることも事実。すでに言及してきた
ように、経営学の成立はこの資本主義経済体制との結びつきを持ちながら、成立してきた分野であると
みたい。その体制の中でたえず市場競争にさらされて企業が活動していくなかで市場に振りまわされて
いた状態から、企業が次第に、　”自立“していく方向を掌中にしていく。それは、一定の市場に対して
の個々の企業の相対的比重の増大であり、一例をあげればその指標には市場占有率があがってこよう。
現象としては個別企業の市場に対する相対的な規模の拡大である。そうした企業自立化の指標こそ、個々
の企業が立てる予測であり、計画であり、しかもそれが確度が高ければ高いほど、個々の企業レベルで
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の経営が、管理がより有効になる、と。だが、ここですでにみてきたように、H．ファヨールはこの”カ
ベ．をいとも簡単に乗りこえている。それどこではない、3ヶ年計画どころか、5ヶ年計画、10ヶ年計画
さえ取り上げている。ここまでみてくれば、当時にあってのエネルギー産業はやはり政府の「行政指導」
に近い手厚い保護の中で、競争がなかったといわないまでもさほど厳しい競争にさらされていなかった
という”客観的事実“は否定できないのではないのか。関連して言及しておきたい。それはこれまでの
社会科学の分野で、敢えて経営学と限定せずに、広く把えてみた場合であって、抽象化、一般化、さら
には原理、原則の確立ゆえにと現実をみる、把えるということにかかわってでさえも、殺ぎ落とした部
分にっいて改めて見直すことは求められているのではなかろうか、と思う。抽象化、一般化をたどるプ
ロセスにおいてさえ、イデオロギー性さえ入り込んでこなかったのか、と。今日、改めて”現実“をし
っかりみる、いったい「事実とは何か、」この原点回帰がまずもって強く求められているのではないのか
と痛感する。今や客観化する、客観的に把えるという作業さえ、至難の技であると考えさせられるが、
しかし、ここは科学的な研究の出発点ではないか、と。
　すでにみたように、計画に向き合うH．ファヨールの”姿勢“は超然としている。すでに当時にあって
のかれの会社は市場での絶対的地位を占め、盤石の基盤をつくり上げ、業績として危機も経験している
が順風満帆であったとみたい。当時にあっての従業員数10，000人を数える、あるいはそれに近い企業と
あればビッグ・ビジネス。現実はどうであったのか。（5）むしろそれ以上にこの多くの従業員を雇用し
ている経営者はしっかりと計画を立てて経営にたつさわるのが何よりも責任の第一である、という部分
が大写しになり、それゆえにとったかれの”慎重“さではないかと思われる。
　イギリスの先進性、工業化、資本主義化のテンポと比較すれば、フランス、ドイツは遅れての産業革
命であり、工業化であり、資本主義化であった。その”現実“に目を近づければ近づけるほど、政府の、
行政レベルの、市場への、企業活動さらには労働問題への介入、関与の”現実“をみる。それは自由な
競争を求めた資本主義とでさえ等置できるのかという疑問を向けざろうえない。こうした政府の政策の
うしろ立てに立っての産業化のプロセスを独占資本主義、国家独占資本主義とまでいい切るかどうか。
そこには歴史に”法則“性があるとして、資本主義は高度の段階を経ていつれは社会主義化していく、
というテーマに近い、法則が盛り込まれていたがゆえの歴史観ではなかったのか。だが、その法則はこ
の10年余の歴史の中で、つまりは1980年代末から90年代後半にかけてのソヴィエト社会主義の崩壊、
さらには東欧圏での社会主義崩壊という”歴史的事実“によって立証されたとみるべきであろう。その
かぎり、「歴史主義」は崩れ去ったとみたい。（6）
　次の指摘はここでみておきたい。「石炭会社経営は、フランス国家による認可（CQneession）を必要と
したが、この認可権の集中は1810年の刑法（419条）に違反しないと考えられていた。」（7）すでにみた
ようにH．ファヨールが1860年、サン・テチェンヌの鉱山学校（1’Ecole　Nationale　des　Mines　de
Saint－Etienne）を卒業してすぐ入社したコマントリー・フールシャンボー鉱業会社（1a　Societe　de
Co㎜entry－Fourchambaalt）は自由に設立できる会社、準則主義にもとつく会社ではなく、政府の認可を
受けて、認められて設立できる会社であった。したがって、当初よりこの分野で企業活動を行うという
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ことは少なくとも自由な、きびしい競争にさらされることのない、保護された分野であり、保護されて
いたエネルギー産業であったことは注目しておかなければならない。加えて、認可権の集中、おそらく
は企業間同士の何らかの”協約“を結んで、競争を実質的に締め出す行動に出ても、それを合法カルテ
ルと認めていたことである。企業保護の名の下に、現実の士着性、地域性によっても中小企業のレベル
でも、カルテル行為の合法化がなされている。それがヨーロッパ大陸型の特徴でもないかと思われる。
この点につてはドイツとて共有しているとみてよい。「ロワール炭田地帯では、すでに1812年に、
Rivede－Giera炭鉱会社間で、カルテル形成の試みがなされていた。（8）工業化、産業化、資本主義化を
歩みはじめてのかなりはやい時点からすでに”カルテル“化の動きがである。「1838年以降、
Rivθ一dθ一GierおよびGra－nd－croixの石炭会社が、合併を繰り返し、1844年には「ロワール炭鉱会社」
（Ciedes　Mines　de　ta　Loire）を成立させたのである。当社は、1845年Saint－Etiennesの石炭会社の吸
収を計画したのでロワール炭田地帯では、石炭独占体の成立にむけて、石炭産業の集中化が介ししたの
である。H．ファヨールが入社する15年前のできごとである。「これに対して、政府は、1852年10月23
日法をよって政府の許可なしに石炭会社が合併することを厳禁し、複数企業の育成により市場競争を確
保するという原則を強化したのである。」（9）ここでいう複数企業とは2社なのか、3、4社なのか。おそ
らく文字通りの2社では、ここでさえも明らかに”見える相手“との競争である。その後20世紀に及ん
でも、フランスの場合、この炭鉱所有権や経営認可権の移動には「すべて参事院（Conseil　d’eat）の許
可が必要。（10）としていたところをみると、明らかに保護されていた市場であったとみるべきであろう。
「経営認可権」の権利の売買譲渡こそ、企業の判断で自由に処分することができる状態になっていたと
いうが、しかし、「1852年法及び1911年の財政法の規定は、石炭会社の合併には、政府の許可が必要で
あることを明記することによって、当産業の集中化を阻止したのである。」（11）H．ファヨールが鉱山に
かかわって業務についていた時代は鉱山業自体がこうした監視された、保護された環境の中で企業活動
を行っていたという”現実“はやはりみておかなければならないであろう。そのうえでのカルテルの一
種、アンタント（Entente）、価格協定である。（12）　”invisible　Hand“から”visible　Hand“へという
が、明らかにこうした見える市場、相手が何処のメーカーであるかが明らかになることによって競争市
場は変質することはみておかなければならないであろう。
　次に取り上げておきたい点は炭鉱企業にとって大きな問題でもある労務、人事権、福祉、企業福祉で
あり、労働者にかかわる局面である。H．ファヨールの本書を通じて一貫して流れているものは従業員を
責任者は熟知することが何よりの原点であり、機能する管理には一にも二にもこの従業員との一体感を
たえず心がけなければならないことを説いているといってよい。終始一貫して、徹底してといってもよ
い。すでにフランスでは1864年に労働者のストライキ権が認められ、1884年にはすべての労働組合が合
法化されていたことはみておかなければならないであろう。アメリカでの週48時間労働をかかげてのシ
カゴでのメーデーは1886年である。勿論、H．ファヨールも自らの工場でのストライキにも遭遇し、労働
問題に悩んでいたことはわかるが、相手が合法化された労働組合とあれば、当然向き合う姿勢に明らか
に差があったというべきであろう。（13）石炭産業は、いつれの国にあっても同様であるが、採炭地、炭
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鉱の立地条件によってまずは事業所の経営が大きく左右されることになる。そのことによって、産炭地
に新たに村を町をつくることになる。道路、住宅、学校、病院等々インフラの整備は当然の如く、その
鉱山会社がつくりあげていくことになる。のみならず、そこで働く従業員、労働者も集めてこなければ
ならない。他のヨーロッパの地域と比較すれば、平地に恵まれて、気候も温暖なこの国にあって農村か
ら”余剰労働力“を集めてくることさえ、なかなかの難事業であったことは推測にかたくない。つくり
あげた鉱山町での農村との共存、長期雇用、時としてその子弟をと、手厚い保護政策がとられていたこ
ととみておかなければならない。そこでは単純に労働は労働力のみの売り手であるといい切ることので
きない生活の部分、共同体に結びつく部分を共有していたとみるべきではないのか。
　そして資質論である。経営者、管理者にはこういう能力が必要、求められる、と本書を通じて幾度と
なくH．Fayo1は言及している。原則、原理を説くがゆえに誰にでも共有できる、そうはいかない、受け
止める側にも一定の資質が求められますよ、必要ですよ、とやはりH．ファヨールは説いているのではな
いのか。”エリート“という言葉は知るかぎり、2度出てくるだけだが、資格社会をつくりあげていると
はいえ、やはり”カードル“層に組み込まれるか否か、差はあるとみるべきではないのか。階級という
言葉も使ってはいないが、資質論を展開しながら資格社会を説き階級論を拠り処としていたのではない
のか。
（1）
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第4表
　　　100（m
「産業ならびに一般の管理」H．ファヨ…一ル著、佐々木恒男訳　未来社。1972年。31頁。
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第5表
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大規模な冶金企業の諸種の担当者に必要な諸能力の相対的重要性
　16右（，）
会計部長 事務主任
…軽一｛一・
H．ファヨ・一一一ル著、佐々木恒男訳　　「前掲書」32頁。
（3）取締役に就くこと30年はやはりかなりの長期に及んだ”権力“の座の保有であった．ことは否定で
きない。勿論、その間にあって彼自身が保有していた自社株保有の比率をあげていったこともたしかで
ある。だが、後継者育成も経営者の”仕事“ではなかったのか、と思う。H．ファヨールを特別視、例外
扱いとするよりは、関連しての次の指摘をみておきたい。一つは政治との結びつき、もう一つは”特質“
を「保護主義の伝統により歴史的にみて、企業経営と国家の政策とが密接に関連していたので、企業経
営が政治的要素と関係をもつことが多かったからである。」（原輝史「フランス資本主義」3頁）
　関税政策、植民地政策、技術教育、産業育成政策など、これらの政治レベルとの関与は”後進国型“
の特徴といってよいのではないのか。少なくとも”イギリス型“とは一線を画していたことはみておか
なかければならないであろう。
　フランス型企業者の特質として、原輝史は「フランス経営史」の序章で、「利潤極大化をひたすら追求
するアングロ＝サクソン型企業経営と対比しながら、次の4点を指摘している。第一点は「フランスの
企業者は、企業を家産とみなし、堅実な経営を行う安全性重視の経営態度をとることである」と。堅実
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さ、安全性重視をとりながらもなおかっ「果敢な企業者精神（entrepreneurship）の所有者だったとい
うことである。ヨーロッパ大陸の鉄道建設やスエズ運河の開設（1869年）さらには植民地経営活動に積
極的に進出していった例をあげている。第3点は、「全世界を駆けめぐったフランスの企業者はスケール
の大きい国際的視野を得ることができた。」こうした国際的視野は、「ヨーロッパ大陸やラテン・アメリ
カ、さらにはアフリカやアジア植民地への資本輸出や直接的進出によって鍛えあげられてきた。」そして
第4点に「技術的合理性への信仰である。」その一例に技術系グラン・ゼコール出身者が多いことをあげ
ている。さらに原輝史はここで次の2点もあげている。「彼らの受けた技術教育が、経営意志決定にどの
ように影響を与えているかという内面的分析を行うことであろう。」さらにこの点について「キャロンは、
技術系企業者の意志決定は利潤極大化原則よりも、技術合理性（technical　nationality）の追求にもと
づきなされる場合が多い」と指摘している。ここにあげた特質は「企業者」とみているが、H．ファヨー
ルのような経営者にも共通していたことはみてよいのではないのか。
（4）原輝史著「フランス資本主義研究序説」日本経済評論社、昭和54年。
原輝史著「フランス資本主義」日本経済評論社、1986年。①
　（5）企業規模の拡大について19世紀から20世紀の50年代、60年代頃までは多くの指標の中でも「従
業員数」が用いられ、意味をなしていたことはみておかなければならない。特に19世紀後半から20世
紀の初頭にかけては顕著であった。
①Rキャロン著「フランス現代経済史」（原輝史監訳）早稲田大学出版部、1983年。
②1900年代の始め（1906年）鉱山業と製鉄業では殆ど100％の労働者が従業員100人以上の事業所で働
き、その中で500人以上の規模が鉱山で86％を雇用していた、と。（同書211頁参照。）
　勿論、次のような指摘のあることにも注目しておきたい。
　　「中小企業が優勢をしめるフランスの経営環境は、フランスの企業者大企業を志向する積極性を欠如
していたから発生したものでもない。企業規模の大小は、必ずしも効率性や企業者活動の活発さを示す
基準とはならないのである。フランスのように付加価値の高い著修品や高級品の少量生産に特化してい
る国にとっては、企業規模は大企業よりはむしろ、中小企業の方が望ましいのである。またパリ・コン
ミューンの伝統をもち、資本家に対して独特の抵抗形態を示す、フランスの職人的労働者を管理するに
は、彼らを、大企業形態で1ヵ所に集中させるよりはむしろ、家族的雰囲気での接触が可能な中小企業
形態下で雇用するほうが、はるかに軋礫が少なかった。さらにまた、中小企業のほうが、設備投資額も
少額ですみ、新技術の採用にあたっても、制度化された意志決定機関をもっ大企業よりも、より迅速な
対応が可能なのである。」フランス経済の二重構造は、フランス産業構造の特質や人口停滞、都市化の速
度の緩1曼さ、政治的不安定性や戦争などの外部環境に、フランスの企業者が、自己の企業を適用させる
ことに成功した結果、生じたものなのである。」（原輝史稿「フランスにおける企業者活動の展開」同編
フランス経営史　10－11頁。
　1880年代初頭、百貨店のボン・マルシェは2，500人余の従業員だった。6大私鉄の一っであり、後に
フランス国有鉄道に統合されていく「北部会社」は1910年頃すでに45，　OOO人余の従業員を擁していた。
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（6）カール・ポパー著「歴史主義の貧困」久野収、市井三郎訳、中央公論社。1961年。
（7）原輝史著「フランス資本主義」105頁。
（8）原輝史著「前掲書」105頁。
（9）原輝史著「前掲書」105－106頁。
（10）原輝史著「前掲書」106頁。
（11）原輝史著「前掲書」106頁。
（12）原輝史著「前掲書」ここではアンタントの内実についてそれ以外にも、市場分割、販売割当制・輸
出奨励金制度についても訳している。（108－109頁。）
「19世紀未から20世紀にかけて、フランスの重要産業のいくつかに、その成立をみたフランス型独占体
を分析」するのに、独占体概念の返遷について、原輝史は取り上げている。（1）Accaparement、（2）
Coalition、　（3）　Entente　（4）　Carte1　（Kartell）　（5）　Comptoir　de　Vente，　（6）　Union　de　Producteurs　（7）
Syndicat　Financier（8）Corporation（9）Syndicat　Professionne1（10）Association（11）Monopolだ
が、フランスの場合、その概念が必ずしも一様に使われていたわけではないことを指摘したうえで、フ
ランスにあっては独占体の形成が緩慢であったことと、独占体が十分に発展しないうちに、カルテル、
トラスト、コンシェルン等が外から入ってきて混乱していたと述べている。
　H．ファヨールがかかわった石炭・鉄鋼業の当時のフランスにおける経営環境について、佐々木恒男は、
その著「アンリ・ファヨール」で地域的依存性に記した後に次の点に記している。「次に、われわれは、フ
ランスの鉱山業の制度的根幹を定めた、二つの法律に注意しておかねばならない。その一つは、1810年
の鉱山法である。この法律は1680年のコルベールの政令によって、天然資源は基本的に国家財産に帰属
するとし、その私的所有が否定された点を法律として制度化したところに意味がある。個々の企業は99
年間の租借地の採掘の権利を国家によって許認可されるだけであり、国家はその時どきの産業通商政策
によって、この採掘の許認可権を自由に行使できることになる。いま一つの法律は、第二帝政下の、ナ
ポレオン3世による1852年の鉱山法の内容の変更である。この法改正の狙いは、フランスの産業資本を
育成するために、鉱山業におかける私的独占を禁止することであった。すなわち、鉱山の私的独占によ
って、石炭価格が高水準に維持され、このことがフランス産業資本の育成を阻害している事態を打破す
るというのが、この法改正の狙いであった。鉱山業における私的独占の禁止、自由経済体制の確立とい
うことが、当時のフランス産業政策の中心課題であったのである。さらにいま一つ別の法律問題を見て
おくならば、フランスでは1864年に労働者の争議権が承認され、1884年には、結社の自由が認められて
いる。労働者は、労働組合結成の自由を認められた。しかし、同時に、資本の側も、同業団体を結成し
あるいはコントワロールを結成することを、法的に認められていることに注意しなければならない。そ
して、この結社の自由の承認によって、個別企業内での、あるいは地域毎での、労資間の団体交渉によ
る問題解決が可能となり、近代的な労資関係の慣行を確立して行く途が開かれることになったのである。
　（79－80頁）。
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　「石炭会社経営は、フランス国家による認可を必要としたが、この許可権の集中は、1810年の刑法419
条に違反しないと考えられていた。従って、ロワール炭田地帯では、既に1812年にRive－de－Gienの炭
鉱会社間で、カルテル形成の試みがなされていた。」これを契機に石炭独占体の成立に向けて、石炭産業
の集中化が始まる。「これに対して、政府は、1852年10月23日法によって、政府の認可なしに石炭会社
が合併することを厳禁し、複数企業の育成により市場競争を確保するという原則を強化したのである。
また20世紀初頭においては、1911年7月13日の財政法は、Albet　Th。masの主張に基づき、炭鉱所有権
や経営認可権の移動については、すべて参事院の許可が必要なことを明記したのである。」（原輝史著「フ
ランス資本主義一成立と展開」1986年。日本経済評論社。105－106頁。）
（13）フランスの場合、労働者にストライキ権を認めていながら、資本側との“調停”機能を欠いてい
たのが、このシステムの政令的な部分であろう。この方式は今日まで続いている、「フランス方式」では
ないのか、と思われる。アメリカにあって認められるのは1943年のワグナー法によってであり、目本に
あって労働組合の合法化をみるのは第二次大戦後、1948年である。
結びにかえて
　H．ファヨールの経営学・管理学は、19世紀末から20世紀の初頭にかけての資本主義的発展がより高度
化し、独占の段階に入った時期に形成された。最初の本格的研究である。それはアメリカにおけるF．W
テイラーの「私学的管理」に代表される研究、されにはドイツにおける私経済学＝　経営経済学研究・教
育の場である「商科大学」の設立などの動きとほぼ同時期にフランスにおいて展開をみた経営・管理教育
の必要性から求められた原理・原則の究明＝科学化の動きであったとみることができる。加えてH．ファ
ヨール経営学・管理学は彼自身の豊富な経験によって裏付けられている点を挙げておかなければならな
い。
　技師として、工場長、管理者さらには取締役に長く就任していたことによっての経験、その経験を拠
り処とした論述が多くの説得力を有していることは否定できない。本書にのべられている内容として、
彼の多くの経験の中での取捨選択を経ての記述であり、展開と思われる。要を得て、なお簡潔に表現せ
れている内容について、われわれはより注目すべきではないかと思われる。H，ファヨール経営学、管理
学の特徴についてすでに指摘もしてきているが、ここでもふれておきたい。社会体＝事業ないしは事業
体、組織、組織体とおきかえてもと思うが、文字通りの1人会社、個人会社をのぞけば、経営体は人間
が集って目的を追求する組織。管理原則にあげられている14の原則はこうした組織が大きくなればなる
ほど、官僚制化してくることは、多くの論者が言及している点ではある。だが、官僚制組織にっいても
その形式的要件が揃えぱ機能するとみて取り組んできたドイツ型と比較すれば、H．ファヨールはそこに
とどまることなく、組織はたえず管理者が働きかけをしなければ機能しないこと、社会体＝活きた組織
にならないことを説く。その働きかけの内実が管理さらには管理使命の内容をなしているのではないの
か。それをH．ファヨールは計画、組織、命令、調整、統制と考えさらに16の項目を列挙した、といかに
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もフランス型組織の特徴をなしているようにも思えてならない。
　経営者、管理者の地位に就く者については等しく、誰でもというのではなく、一定の「資質」を備えた
者にと限定がつく。そのかぎり、管理するもの、される者の選別、選択があることは否定できない。エ
リート論がここには入り込んでくるとみてよい。だが、彼らにとって相応の責任、責任の重さ、倫理性
をもつことを求めている点などは、ノーブレス、オブリージュに共有するものとみているととってよい
のではないのか。
　予測すること、計画することを明確に取り込んだのは、H。ファヨールがこの研究において最初ではな
かったのか、という点についてはすでに指摘したところである。その予測、計画の指標にあげられてい
る項目の中に、生産物（製品）、新規事業、改善、建物ならびに用具の維持、原価、販路、販売可能な製
品、支払能力、販売価格などすでに管理会計にかかわるものが取り上げられているところからも、次第
にオートノミーを保有していった企業の市場における状況のちがいをみてとれるのではないのか。
　H．ファヨール自身が慎重者であったこと、それは堅実なほどの保守主義者であったとおきかえてもよ
かろう。加えて、経営者としての30年の実績、この点についてはすべて言及した。加えて、鉱山、治金
工業というH．ファヨールが生涯かかわった産業分野が規模の経営を求めて、資本の集中、集積を重ねて、
巨大化していくことは勿論であるが、政府の保護下にあったことも見逃すことはできないだろう。政府
の手による直接、間接の保護主義が及んで、こうした保護下にあった企業活動を助け、計画の立案さえ
も容易にしたことは否定できない。かなり高い確度で“読める市場”をつくりあげていたとみてよいの
ではないのか。（2003年3月3日　脱稿）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（たかはし　としお）
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